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１．問題背景 

 2008年 8月 7 日、経済連携協定（EPA）に基づき 104 名のインドネシア人看護師候補者が来日し、現在に至

るまでに 440名のインドネシア人看護師候補者が国内の医療機関で就労しながら看護師国家試験合格を目指

し来日した。EPA受入れ開始当初は事前日本語研修、受入体制、国家試験対策等の準備不足から 2012年度ま

でに看護師国家試験合格者は 2008年来日候補者 23.1％、2009 年来日候補者 22.0 ％と低迷したが、2013年

度に滞在最終年を迎えた 2010 年来日候補者では 33.3％と合格率は向上し、今後は事前日本語研修の充実（6

か月より 1年）、受入体制や国家試験対策の整備等から更なる合格率の向上が見込める。しかしインドネシア

人 EPA看護師候補者の看護師国家試験合格者 87名の中には帰国者が 18 名、帰国予定者が 8名（2014年 10 月

21 日現在 日本アジア医療看護育成会による調査）おり、多額の税金を投入して育成した貴重な外国人医療

人材が日本国内に定住していないという新たな問題が起きている。 

 EPA における候補者の受け入れは開始当初から現在まで一貫して「看護・介護分野の労働力不足への対応

として行うものではなく、相手国からの強い要望に基づき交渉した結果、経済活動の連携の強化の観点から

実施するもの」（厚生労働省,2013）とされており、厚生労働省外国人雇用対策課経済連携協定受入対策室で

は、EPAは労働力不足を解消するための制度ではないという立場から、現在に至るまで看護師国家試験合格者

に対し定住化を促進するような対策はとっていない。また EPA 協定に基づき帰国後に再受験をし、看護師国

家試験に合格したインドネシア人 EPA看護師は現在までに 2名いるが、再来日までに手続きに 8 か月以上を

要するなどの点が原因となり現在（2014年 10月 21日時点）国内で就労はしていない。 

 本研究では EPA受入れ開始から現在に至るまでのインドネシア人看護師の現状を調査し、同時に日本国内

における外国人看護師の受け入れについて入国管理政策の観点から問題点を検討し、今後我が国が労働力不

足を解消するために外国人医療人材の受入れを本格的に行う可能性も視野に入れ、EPA 制度の課題を検証し、

今後の展望について提言したい。 

 

２．外国人医療人材受入れにおける入国管理政策の推移 

 2006年 3月入管法基準省令一部改正により。在留資格「医療」における外国人看護師の在留期間は「免許

取得後 7 年以内」と変更された（それ以前は 4年以内）。2008年に開始された EPA 制度では看護師国家試験合

格後は在留資格「特定活動」により本人が希望する限り在留期間の更新に制限はないこととなった。そのた

め EPA以外の外国人看護師は 7年の在留期限があるが EPA看護師には在留期限がないことが EPA 制度におけ

る特典となっていた。しかし、2010 年在留資格「医療」の上陸基準法令の見直しにより「医療」における看

護師の在留年数の制限が撤廃された。そのことにより EPA看護師の在留資格「特定活動」と「医療」を比較

した場合「医療」では就労場所の制限がなく在宅看護も可能になり、配偶者も「家族滞在」となることから

（「特定活動」の配偶者は「特定活動」）、現在国内の EPA看護師は「特定活動」から「医療」へと変更するも

のが増えている。 



 また在留資格「医療」では准看護師には 4年間の在留期間が与えられるが EPA看護師候補者は 2011年まで

准看護師の受験資格が認められないとされていた。しかし 2011年 12 月に受験を希望するものに対し厚生労

働省より「法律には自由貿易協定（ＦＴＡ）を含む経済連携協定（ＥＰＡ）に基づく外国人看護師の准看護

師試験受験を問題としない旨が書かれているため、受験を許可しないことはない」との回答があり、その後

2012年より EPA 看護師候補者にも准看護師受験の門戸が開かれた。更に 2014年からは帰国した EPA看護師候

補者の准看護師試験受験を認める自治体も現れ今後ますます EPA看護師候補者の中から准看護師資格を取得

するものが増えることが予想される。 

 その結果、現在日本国内の EPA制度により来日したインドネシア人看護師候補者出身者からは、EPA看護師

「特定活動」、看護師「医療」、准看護師「医療」などの様々な在留資格で国内の医療機関に在籍しているも

のが混在し、EPA制度は外国人医療人材に門戸を開くものではないとの建前が崩れ、在留資格「医療」により

外国人医療人材が自由に国内で就労することが可能になっている。 

 

３．課題と提言 

 本来 EPA制度における看護師の在留資格は「特定活動」と定められており、その他の外国人看護師と同じ

在留資格「医療」を取得することは入国管理の点から望ましいことではない。また、EPA看護師候補者は看護

師国家試験合格を目的に国内での 3 年間の在留を認められており、候補者として滞在中に准看護師試験を受

験することは本来の目的からは逸脱している。しかし、個々の EPA看護師候補者の立場から考えれば、看護

師国家試験合格後により自由度の高い「医療」へ変更することは個人の幸福追求の面から当然の欲求であ

り、看護師国家試験不合格の場合を考え、制度上認められている准看護師試験を受験することも個人の権利

として認められるもので妨げることはできない。しかし現状は頻繁な制度の変更などから、個々の EPA 看護

師候補者や受入機関の情報リテラシーや現状認識に差があり、EPA 制度そのものへの不信を招いている。更に

現場で不要な混乱やトラブルが生じ、EPA看護師が国内に定着しない一因にもなっている。 

問題解決のためには、現在の入国管理政策を見直し EPA 看護師の「特定活動」に「配偶者の就労」「親の帯

同」を認め、永住資格の取得までの必要年数を短縮するなどの高度人材に準じた入国政策の変更をすること

を提案したい。そのことで EPA候補者にとって EPA制度が魅力的なものとなり「特定活動」から「医療」へ

の変更をするものはなくなるであろう。また EPA 制度内で安定した管理が可能になり、EPA看護師の日本国内

での定着も期待できるようになると考えられる。あるいは国内の看護師免許制度を変更し、外国人看護師の

資格を日本人とは別に統一するなどの抜本的な見直しをすることで現状の外国人看護師に関する混乱を収拾

することも可能かもしれない。 

将来我が国が外国人医療人材に広く門戸を開くときが来るとしても、現状の EPA制度を利用する形で国民

的な議論を経ず、なし崩しに外国人医療人材を受け入れる道を作ることは混乱を招き得策ではない。早急に

EPA制度について関係省庁が総括し、問題点を洗い出し改善策を提言することにより、今後の外国人医療人材

の受入れ及び外国人労働者の受入れについて国民的コンセンサスの形成へ繋がることを期待したい。 
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